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１. 17年 9月中間期の連結業績（平成 17年 4月 1日 ～ 平成 17年 9月 30日）
(1)連結経営成績 （注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円    ％  百万円 ％ 百万円 ％

17年 9月中間期 207,004    8.9  15,6 Ξ 榛7年 9月中間期 14,838    26.2  32 . 09

16年 9月中間期 11,752    97.5  25 . 41

17年 3月期 23,348    50 . 41

(注)①持分法投資損益　　17年9月中間期  6,360 百万円    16年9月中間期  5,399 百万円    17年3月期  11,834 百万円



日本パイオニクス㈱ 

 エーアンドシー㈱ 木江ターミナル㈱ 

 海洋運輸㈱ 国華産業㈱ 

 菱陽商事㈱ MITSUBISHI GAS CHEMICAL SINGAPORE PTE.LTD.

 MITSUBISHI GAS CHEMICAL AMERICA,INC. 





ることで、グループ全体の企業価値を極大化することに努めてまいります。 

 

（2）利益配分に関する基本方針 

利益配分につきましては、業績の動向、経営環境、将来の事業展開などを総合的に勘案し、株主拡｠ま 、株主各位の長期的な利益の確保を図ってまいります。 

 

（3）中期的な経営戦略と目標とする経営指標 





 6

② 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要 

社外取締役は選任しておりません。 
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[芳香族化学品] 

 パラキシレンをはじめとする汎用化学品は、原料キシレン価格高騰によるコスト増を価格に転嫁したことにより大幅な増収となりました
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（2）財政状態 

当上半期末の現金及び現金同等物は、前期末より30億0千万円減少し256億9千万円となりました。 

1）営業活動によるキャッシュ・フロー 

当上半期は、好調に推移した連結業績により税金等調整前中間純利益が増加しましたが、売上増加に伴う売上債権、たな卸資産

の増加及び税金の支払増加などにより、前年同期比で8億7千万円減少の54億6千万円となりました。 
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② 海外事業 



流 動 資 産 (219,042) (203,890)

464 

10,160 11,932

繰 延 税 金 資 産 5,024 

 

  固 定 負 債 (74,373) (94,168) (87,005)

有 形 固 定 資 産 (151,574) 

4,902 4,885 役員退職慰労引当金 1,032 814 930

△ 5,069 △ 6,653 △ 7,178

     自 己 株 式 △ 3,949 △ 3,858



       

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 23,557  21,922   44,494  

 受 取 利 息 ・ 受 取 配 当 金  669  524   808  

 持 分 法 に よ る 投 資 利 益  6,360  5,399  【 

 





939 

退 職 給 付 引 当 金 増 減 額 △ 558 △ 666 △ 1,129 

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 669 △ 524 △ 808 

〒 $ ˈ
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 中間連結財務諸表作成のための基本となる事項   

 

１．連結の範囲に関する事項 
連結子会社は次に示す 29 社であります。 

 
木江ターミナル株式会社 永和化成工業株式会社 

株式会社東京商会 三永純化株式会社 

日本サーキット工業株式会社 

 
 
連結子会社フドー株式会社から分割により設立した太陽産業株式会社を当連結会計期間より連結の範囲に含

めております。 

 

２．持分法の適用に関する事項
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②デリバティブの評価基準    主として時価法 

 

③たな卸資産の評価基準及び評価方法 

主として総平均法に基づく原価法により評価しております。 

 





又は振替高 
3,163 606 857 10 25 4,662 △4,662 －

計 58,868 

4,897 205 15,431 245 15,677

 

前中間連結会計期間（自平成 1
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 ６．生産、受注及び販売の状況 

① 生産実績 



 






